
令和４年度　協働のまちづくり推進計画（実行計画）取組事業一覧 資料３

指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等 指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等

1
広報紙・ホームページ等
の充実

市からの情報発信をより効果的に行う

ため、広報紙やホームページ・ソーシャ

ルメディアの更なる充実に向けて、継続

的に取組みを実施します。

秘書広報課
／各部署

・広報紙の発行

・ホームページ等

による情報発信

　ホームページ管理システムをバージョン

アップし、職員が自席端末でホームペー

ジの編集等ができるよう業務改善を

行った。また、新型コロナウイルス感染

症やワクチン接種などの情報を発信す

るなど、市民が必要としている情報発

信に努めた。

　広報紙では、活躍する市民の方など

の取材記事を掲載した。広報紙に掲

載できなかった取材記事などはホーム

ページやSNSで紹介するなど、市民参

加を促進するきっかけとなるよう努めた。

1.計画どおり

ホームページの

閲覧者件数

（件）

804,000 1,155,984 1.達成

　新型コロナウイルス感染症の情

報やワクチン接種に関する情報な

どを中心にさまざまな情報発信を

行い、目標値を大幅に上回る実

績値となった。

A

　ホームページ管理システムを

バージョンアップするなど、市から

の情報発信を効率化した結

果、ホームページの閲覧者数

は目標値を達成することができ

た。

引き続き、広報紙やホームペー

ジ、ソーシャルメディアの更なる

充実に向けた、取組みを実施

する。

A

　引き続き、広報紙やホーム

ページ・ＳＮＳ等を活用し、情

報発信の充実化に努められた

い。

2
市長と一緒にティータイ
ム（旧　市民と市長のふ
れあいトーク）

市政やまちづくりに関して、市民の意見

を広く聴き市政に反映させるため、各

種団体や市民グループと市長が意見

交換を行い、市民参加のまちづくりを推

進します。

秘書広報課

・ふれあいトークの

開催

・広報紙、ツイッ

ターによる周知

　R４年度については、新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止のため、積極的

な周知及び開催を控えたことから、周

知回数０回となったが、ティータイムは

感染症対策に配慮し少人数で開催し

た。

3.変更あり

周知回数

［広報紙及び

ツイッター］

（回）

9 0 4.その他
　新型コロナウイルス感染症拡大

のため、周知を控えた。

市長と一緒に

ティータイムの

開催回数

（回）

7 11 1.達成
　感染症対策に配慮しながら、少

人数で計１１回開催した。
(B)

　周知回数については、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡

大防止の観点から控えたため、

目標達成には至らなかったもの

の、開催回数については、少人

数でのティータイムを１１回開

催し、意見を聴くことができた。

　今後も様々な分野の団体と

意見交換を行い、意見聴取に

努める。

(B)

　今後は、積極的に周知を行

い、通常開催できるよう努めら

れたい。

3
わがまちのようすがわか
る予算説明会

市政に関する情報の共有化を進め、

市民協働によるまちづくりの推進を図る

ため、市民を対象に、市長が自ら市政

の現状や主要施策、予算等についての

説明会を実施します。

秘書広報課

・予算説明会の

実施

・動画の配信

　事業形態を改めるため、令和2年度

より中止としている。
4.中止

参加者数

（人）
200 0 4.その他

　事業形態を改めるため、令和2

年度より中止

関心を持てたと

いう人の割合

（％）

90 0 4.その他
　事業形態を改めるため、令和2

年度より中止
D

　事業形態を改めるため、令

和2年度より中止としている。
D

引き続き、市政に関する情報

の共有化に努められたい。

4 ガウラフォトクラブ

　「市民の目で見て感じた袖ケ浦の魅

力」を写真に収め、市ホームページを活

用して、市内外に向けて発信すること

で、市民参加型の広報活動の活性化

を図ります。

秘書広報課

・ガウラフォトクラブ

撮影写真のＨＰ

掲載によるＰＲ

　フォトクラブメンバーの撮影した写真を

HPやSNSなどへ投稿した。また、フォト

クラブの写真を投稿するSNSを作成

し、運用を行った。

1.計画どおり

ガウラフォトクラ

ブページのペー

ジビュー数

（件）

9,000 6,916 2.未達成

　例年通り写真投稿などしていた

だいたが、目標値は未達成となっ

た。投稿するメンバーの偏りなどが

考えられる。

B

　これまでの活動を継続しなが

ら、新規でSNSを立ち上げるな

どガウラフォトクラブの活動を周

知するような取組を行った。

　今後は、メンバーの活動が活

発化するように、写真を広報そ

でがうらで活用するなど検討を

行う。

B

　今後は、ガウラフォトクラブ

ページの活性化及び周知方法

について再度検討し、ページ

ビュー数の増加に努められた

い。

5
シティプロモーション特設
サイト「そでがうらアンバ
サダー」

市の認知度向上、観光交流・定住人

口の増加等を目的として、シティプロ

モーション特設サイトを運営し、「暮ら

し」「はたらく」「子育て・教育」の分野に

おいて、市内で活躍する「そでがうらアン

バサダー」の皆さんが「袖ケ浦の魅力」を

語るインタビュー記事を掲載していきま

す。

秘書広報課

・シティプロモーショ

ン特設サイト「そで

がうらアンバサ

ダー」によるＰＲ

　「暮らし」「子育て・教育」の分野で、

市内で活躍するそでがうらアンバサダー

3名の取材を行い、特設サイトを更新

し情報発信を行った。市民参加型の

情報発信により、袖ケ浦市のアクセスの

良さ、多様な働き方、充実した子育

て・教育環境等の魅力をＰＲした。

1.計画どおり

シティプロモー

ション特設サイ

ト「そでがうらア

ンバサダー」の

ページビュー数

（件）

30,000 50,086 1.達成

　シティプロモーション特設サイト「そ

でがうらアンバサダー」のページ

ビュー数については、10月に実施

したＷｅｂ・ＳＮＳ広告の効果

もあり、3月末時点で50,086ｐ

ｖとなり、目標値30,000ｐｖを

達成した。

A

シティプロモーション特設サイト

「そでがうらアンバサダー」につい

ては、令和4年度において3名

の取材、記事公開を行い、年

間のページビュー数については

50,086pvとアクセス数は増加

した。

　次年度以降も引き続き取

材、記事公開を行っていくが、

段々とインタビュー対象者が少

なくなってきているため、今後の

方針についても検討していく。

A

　引き続き、積極的な情報発

信によるシティプロモーションに

努められたい。

6
事業者との協働による市
政情報等の提供

市と事業者の協働により、民間資金等

を活用して市政情報や地域情報に関

するガイドブック・マップ等を発行すること

で、市民生活に役立つ情報などを提供

していきます。

秘書広報課
／各部署

・事業者との協働

による市政情報

等の提供

　2022年度は、事業者との連携により

有料広告を掲載した「広報そでがうら」

「市民課窓口封筒」「お悔みガイドブッ

ク」「ごみカレンダー」の作成を行った。

1.計画どおり

※年度により

発行数に変動

があるため指

標は設定しな

い

- - - A

　2022年度は、事業者との連

携により有料広告を掲載した

「広報そでがうら」「市民課窓

口封筒」「お悔みガイドブック」

「ごみカレンダー」の作成により、

市政情報の提供に寄与でき

た。

　引き続き、事業者との連携に

より費用を抑制しながら、市政

情報等の提供が可能であるか

検討していく。

A

　引き続き、市と事業者との協

働による市政情報等の提供を

図られたい。

事業計画

施策の方向性①　市政に関する情報提供

１次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
・協働に配慮した点
・今後の方針

２次評価 (案) 今後の方針等

推進項目（１）　情報共有の促進

№

取組名称
●＝本計画の期間中に、新たに着
手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 1/14



令和４年度　協働のまちづくり推進計画（実行計画）取組事業一覧 資料３

指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等 指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等

事業計画 １次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
・協働に配慮した点
・今後の方針

２次評価 (案) 今後の方針等
№

取組名称
●＝本計画の期間中に、新たに着
手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

7
●協働のまちづくりの事
例収集と提供

市民が地域コミュニティに参加するきっ

かけづくりとするため、市内における地域

コミュニティの活動事例を収集し、市

ホームページへの掲載や事例発表の機

会をつくります。また、地域コミュニティ活

動の参考となるように、先進的な事例

や工夫している点なども掲載した事例

集を作成します。

市民協働推進課

・ＨＰへの事例

掲載

・事例発表会の

開催

　市内における地域コミュニティの活動

事例として、協働事業提案制度の取

組内容を広報紙及びホームページで紹

介した。協働事業の事例発表会につ

いては、新規実施の事業はなかったた

め、取り止めたが、まちづくり交流会にお

いて他市の事例紹介を行った。

3.変更あり

市ホームページ

への事例掲載

数

（件）

22 23 1.達成

　協働事業提案制度の事例を広

報紙及びホームページで紹介する

ことで、市民が地域コミュニティに参

加するきっかけとなる情報提供がで

きた。

A

　協働事業提案制度の事例

を紹介することにより、市民が

地域コミュニティに参加するきっ

かけとなる情報提供ができた。

　また、まちづくり交流会での他

市の事例紹介を行い、取組へ

の契機となるよう働きかけができ

た。

A

　今後は、事例掲載も行いつ

つ、事例発表会も開催できる

よう努められたい。

9 多様な参画機会の提供

市の施策や事業を実施するにあたり、

説明会や意見交換会、ワークショップ、

アンケート調査などの多様な参画の機

会を提供することで、市政への参画と

理解の促進を図ります。

市民協働推進課
／各部署

・庁内の各課等に

周知

　各課等に対し、市民協働の推進のた

め、市民に多様な参画機会を提供し、

市政への参画と理解の促進を図るよう

通知を行うとともに、「協働のまちづくり

推進計画」の取組推進に関しても通

知を行った。

1.計画どおり

各課等への周

知回数

（回）

2 2 1.達成

　市政への更なる市民参画の促

進を図るため、各課に対し市民協

働の取組について周知することがで

きた。

A

　市民協働推進のため、より多

くの市民参画機会が設けられ

るよう、各課等への啓発を継続

して行っていく。

A
　引き続き、継続的な啓発を

図られたい。

10
パブリックコメント手続の
活用

市民参画の機会を確保し、公平性の

確保と透明性の向上を図り、市民協

働による開かれた市政を推進するた

め、まちづくりに関する基本的な構想や

計画等の策定にあたり、パブリックコメン

ト手続を適正に実施します。

企画政策課
／各部署

・ＨＰや広報紙

での周知

・意見を募集する

事業内容のわかり

やすく丁寧な情報

提供

　担当課と連携の上、ＨＰや広報紙

での情報発信を実施し、各公民館等

へポスターを掲載することで、公表の周

知に務めた。

　また、ＨＰでの閲覧や担当課への来

庁が困難な市民に対して、事前に相

談があった際は公民館等で資料が閲

覧できる体制を整備することで、利便

性の向上を図った。

1.計画どおり

※年度により

対象案件数が

増減するため

指標は設定し

ない

- - - A

　広報そでがうら及びホーム

ページに、パブリックコメントの制

度や趣旨、手続実施期間、実

施予定・実績等を掲載し、意

見を提出しやすい環境を整え

た。

　次年度以降も引続き、広報

そでがうら及びホームページにて

市民に対して周知を図り、多く

の意見が提出されるように努め

る。

A
　引き続き、制度の適正な実

施と周知を図られたい。

11
審議会等への市民公募
委員の促進

市の施策等に市民の意見を適切に反

映させるため、審議会等への市民公募

委員の参加を促進します。

職員課
／各部署

・庁内に向けて審

議会等の委員の

市民公募を推進

するよう周知

　審議会等の委員を委嘱する際には、

原則公募によるものとし、公募によるこ

とができない場合にはその理由を付すこ

ととしており、庁内への周知を図ってき

た。また、前年度の公募状況調査とあ

わせ、委員の市民公募を推進するよう

通知した。

1.計画どおり

※各審議会

等において状

況を踏まえたう

えで、市民公

募委員を含め

た委員の定

数、選出区分

等を定めてお

り、統一的な

対応が困難な

ことから指標は

設定しない。

- - - A

　審議会等の委員については

原則公募によるものとして庁内

周知を図り、市民や自治会等

が参加する機会を確保すること

により、市の施策等に意見を反

映させることができた。

A
　引き続き、審議会等への市

民参加の促進を図られたい。

3,100

推進項目（２）　市政への市民参画の促進

施策の方向性①　多様な参画機会の提供

B

　今後は、掲載内容の充実化

や各種団体への幅広い周知に

よりサイトを活性化を図り、アク

セス数及び登録団体の増加に

努められたい。

　市民に対するサイトの利用促進

に関する周知やサイト記事の内容

の充実化を図ったが、ＳＮＳの普

及など情報入手の多様化もあり、

アクセス数は減少した。

B

　市広報紙やホームページ等を

利用したサイトの周知活動も

行ったことで、市民活動団体

等の情報発信を支援すること

ができた。

　しかしながら、市民活動情報

サイトの登録団体数は横ばい

が続き、アクセス数は減少して

いる。

　サイトの運営にあたっては、団

体情報更新の容易性に配慮

するとともに、団体が独自に

ホームページやＳＮＳ等の情

報発信手段を所有している場

合は、そちらを有効活用出来

る内容とする。

・市民活動情報

サイトの見直し
8

●市民活動情報サイトの
活性化

地域コミュニティの活動や募集情報等

の発信を支援するため、専用ポータル

サイトである市民活動情報サイト（ガ

ウラ・ナビ）を運営します。また、サイト

の活性化を図るため、改修等による活

性化策を検討します。

市民協働推進課

　市民活動情報サイトの運営について

は、情報の更新や問合わせ対応等に

対し、必要に応じて保守管理委託事

業者と連絡を取り合いながら、円滑に

対応することができた。また、サイトの登

録団体に掲載記事の内容を最新情

報に更新するよう依頼するとともに、サ

イト活性化策の一環として、市広報紙

やホームページにて新たな登録団体の

募集や市民への利用促進に関する記

事を掲載した。

　さらに、サイトを袖ケ浦市公式ホーム

ページに移管するため、袖ケ浦市公式

ホームページ内に新たに市民活動情報

サイトを構築した。

1.計画どおり

施策の方向性②　地域コミュニティ活動の情報収集と提供

施策の方向性③　地域コミュニティの情報発信への支援

65 2.未達成1,857 2.未達成

　サイトの利用促進に関する周知

やサイト記事の内容の充実化を

図ったが、アクセス数は減少した。

市民活動情

報サイトへの登

録団体数

（団体）

71

市民活動情

報サイトへのア

クセス数

（件）

施策の方向性②　計画等策定への参画

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 2/14
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事業計画 １次評価
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２次評価 (案) 今後の方針等
№

取組名称
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手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

12
審議会等への地域コミュ
ニティの参加促進

市の施策等に地域の課題や情報等を

適切に反映させるため、自治会など地

縁団体の審議会等への参加を促進し

ます。また、市民活動団体や事業者の

参加により、その専門的な知識や経験

の積極的な活用を図ります。

市民協働推進課
／各部署

審議会等の委員

選考において、地

域人材の活用を

図るよう周知

　各課等が所管する審議会等の委員

選考時において、地域コミュニティにおけ

る地縁団体や市民活動団体などといっ

た地域人材の更なる活用を図るよう通

知した。

1.計画どおり

各課等への周

知回数

（回）

1 1 1.達成

　各課等が所管する審議会等の

委員更新などを検討する年度末

のタイミングにおいて、地域人材の

活用に関する通知文を発送し、審

議会等への地域コミュニティの参加

促進を図った。

A

　各課等が所管する審議会等

について、地域人材の活用に

関する通知文を発送し、審議

会等への地域コミュニティの参

加促進を図ることができた。

　今後も、自治会などの地縁

団体や市民活動団体、事業

者などの地域人材の審議会等

への参加を促進する。

A

　引き続き、審議会等への地

域コミュニティの参加促進を図

られたい。

13
まちづくり講座（ステップ
アップ講座）

地域の牽引役となる人材を育成するた

め、会議のファシリテーション、企画・チラ

シの作り方など実践的なスキルを習得

し、チームワークやリーダーシップ等を学

ぶステップアップ講座を開催します。ま

た、受講者の増加を図るため各種団

体等に働きかけを行うとともに、受講者

間の連携を促進します。

市民協働推進課

・まちづくり講座の

開催

・各種団体等へ

のＰＲ

　９月から１２月の期間において、ま

ちづくり講座（ステップアップ講座）を

実施した。また、受講者募集の際は、

市内で活動する市民活動団体へ、講

座参加者募集の通知を送付した。

1.計画どおり

まちづくり講座

の参加者数

（人）

16 13 2.未達成

　８月から、ホームページや広報

紙、ＳＮＳ等で周知するととも

に、市民活動団体及び過去受講

者には、直接参加者募集の通知

文を送付するなど、周知活動を

行ったが、目標の参加者数には至

らなかった。

まちづくり講座

開催数

（回）

7 7 1.達成
　９月から１２月にかけて、７回

の連続講座を開催した。
B

講座の参加者が少なかったも

のの、事業については計画通り

実施し、市民協働の推進に寄

与する地域人材の育成を図る

ことができた。

今後は、市民活動団体や公

民館を拠点に地域活動を行っ

ている方々に直接参加を依頼

するなど、募集方法を工夫し

て、参加者数を増加させてい

く。

B

今後は、講座開催について幅

広く周知のうえ、より多くの方の

参加に努められたい。

14 ●人材活用の促進

地域コミュニティの活動や市の事業を実

施するにあたり、専門的な知識や先進

的取組みの経験などを有する人材を有

効活用できるようにするため、人材登

録制度をつくります。

市民協働推進課
・人材登録制度

の運用

　地域人材の活用を図るための仕組み

づくりについて、既存のアドバイザーバン

ク制度をはじめとした先進事例を参考

に運用方法等について検討を行った

が、人材登録制度の創設には至らな

かった。

2.遅延あり

人材登録制

度の登録者数

（延べ人数）

28 0 2.未達成
　人材登録制度の創設には至ら

なかった。

人材活用制

度（人材登

録制度）の登

録者の活動回

数

（延べ回数）

11 0 2.未達成
　人材登録制度の創設には至ら

なかった。
C

　運用方法などについて検討を

行ったが、制度の設立には至ら

なかった。

　今後、すでに人材活用制度

を運用している他自治体の事

例を参考に、人材活用制度に

係る実施要綱の策定に向け、

内容について検討する。

C
　内容を検討のうえ、積極的な

制度創設に努められたい。

15
災害対策コーディネー
ター養成講座

自分たちの地域は地域みんなで守る、

「共助」の取組み支援の一環として、

平時は自主的に地域活動に参加して

防災知識の普及や意識の向上に努

め、災害時には自主防災組織、ボラン

ティア等と連携・協力して、行政など関

係機関との連絡調整等の役割を担う

人材を養成します。

防災安全課
・養成講座の開

催

　災害対策コーディネーター養成講座

を12月の3.4.10日に開催し、新たに

市内16名が県の認定を受け、合計

157名となった。

1.計画どおり

災害対策コー

ディネーター養

成講座受講

者数

（人）

30 16 2.未達成

　新型コロナウイルス感染症対策

として、会場のキャパシティの都合

もあり、受講者の募集定員を減ら

して実施したため、目標値は未達

成となった。

災害対策コー

ディネーター養

成講座開催

（回）

1 1 1.達成

　新型コロナウイルス感染拡大の

影響もあったが、開催時期や募集

定員を工夫し、開催することができ

た。

(B)

　「共助」への取組み支援の一

環として、平時及び災害時に

行政など関係機関との連絡調

整等の役割を担う人材を養成

するため、災害対策コーディ

ネーター養成講座を開催し、

市内１6名の災害対策コー

ディネーターを養成することがで

きた。

　次年度も引き続き地域防災

力の向上を目標として、募集

方法等を工夫しながら受講者

を確保しつつ、講座を開催でき

るよう調整する。

(B)

　引き続き、地域防災力向上

のため、通常開催のうえ、受講

者数を伸ばせるよう努められた

い。

16
普通救命講習会（警防活
動運営事業）

市民等に対する正しい応急手当等の

知識と技術の普及啓発活動を効果的

に実施することで、一人でも多くの心停

止傷病者が社会復帰に至るよう、市

民等に対して最新の講習を行います。

中央消防署

・一般市民を対

象に年４回募集

し実施

・その他事業所等

から要請を受けて

実施

　普通救命講習会の一般公募につい

ては、市ホームページ、広報袖ケ浦及

びポスター掲示により募集し、円滑に対

応することが出来た。また講習実施に

あっては、密を避けるため人数制限、

e-ラーニングによる事前学習での講習

時間短縮等の感染防止対策の徹底

を実施した。

3.変更あり

普通救命講

習の受講者数

（人）

550 296 2.未達成

　密を避けるために設けた人数制

限により、１講習当たりの受講者

数が少なくなり、目標人数を達成

出来なかった。しかし、昨年度より

も実施回数を増やすことにより、受

講者数を伸ばすことが出来た。

(B)

　令和３年度と同じコロナ禍で

あった令和４年度は普通救命

講習受講者数が２倍近く増

加し、普通救命の普及を図る

ことができた。

　今後も継続して感染症対策

を徹底するほか、受講人数制

限の緩和や、より広くPRを行う

ことで受講人数の増加を図り、

心停止傷病者の社会復帰の

向上に繋げる。

(B)

　今後は、通常開催のうえ、受

講者数を伸ばせるよう努められ

たい。

施策の方向性①　地域コミュニティを担う人材の育成

推進項目（３）　地域コミュニティの担い手づくり

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 3/14
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事業計画 １次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
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取組名称
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実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

17
はつらつシニアサポー
ターの養成・活動支援

地域における介護予防の取組みを住

民主体で継続する必要性を理解して

側方支援を行ってもらうためのサポー

ター養成講座の開催や自主的活動を

促進するためのスキルアップ研修の開催

また、養成したサポーターの意向を確認

し、新規開設団体の支援を行ってもら

うなど活動に向けたマッチングを行いま

す。

高齢者支援課

・養成講座の周

知

・養成講座の開

催

・スキルアップ研修

の開催

・活動の場の提

供、活動に向けた

マッチング

　はつらつシニアサポーター養成講座を

広報等で参加者を募り開催した。

　これまでのサポーターを対象にスキル

アップ講座を実施した。

　サポーターのうち希望者に市が実施す

る介護予防事業の実施時に声掛け

し、職員の補助として参加してもらうこと

ができた。

1.計画どおり

はつらつシニア

サポーター数

（延べ人数）

158 139 2.未達成

　はつらつシニアサポーターについて

は、養成講座を12月５日に実施

し、昨年度より多い新規６名に参

加いただいたものの計画値には達

しなかった。

B

　はつらつシニアサポーターの養

成については、目標数には届か

なかったものの新たに６名を養

成し、市と一般介護予防事業

を協働で行う実働可能なサ

ポーターを養成することができ

た。サポーターに、百歳体操団

体の測定会の実施時や介護

予防教室開催時等、市職員

のサポート役として活動してもら

うことができた。

　今後も、引き続き、サポーター

の養成とともに実働の場の提

供につなげられるようマッチング

を図っていく。

B

　引き続き、サポーター数の増

加と養成、活動の場の提供に

努められたい。

18
認知症サポーター養成講
座

認知症を理解し、認知症の人やその

家族を温かく見守る応援者を増やし、

安心して暮らせる体制をつくることを目

的として、認知症サポーター養成講座

を開催します。また、講座の講師である

キャラバン・メイトと連携して、市民や市

内事業者を対象に認知症サポーターの

養成に努めます。

高齢者支援課

・養成講座の周

知

・養成講座の開

催

・キャラバン･メイト

の活動支援

　認知症サポーター養成講座について

は、市の新規採用職員研修やオープン

クラスのほか、（介護予防）はつらつシ

ニアサポータースキルアップ講座の中のカ

リキュラムに含めて実施するなど、合計

１０回実施した。

　キャラバンメイトに対して、今後の活

動に生かせるよう市の認知症施策に関

しての情報提供をし、活動時の懸念事

項等を把握した。

1.計画どおり

認知症サポー

ター数

（延べ人数）

10,769 9,654 2.未達成

　新型コロナウイルス感染拡大防

止のため、コロナ禍前に実施してい

た小中学校生徒を対象としての実

施ができていなかった等の理由から

本年度も目標には達しなかった。

なお、近年は数十人の養成者数

であったが、２月に３年ぶりに小中

学校において開催することができ、

本年度は２３５名を養成すること

ができた。

認知症サポー

ター養成講座

開催回数

（回）

26 10 2.未達成

　感染予防対策を実施したうえ

で、新規採用職員、オープンクラス

等で講座を開催したが、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響により、

開催を受け入れる団体、会場の

確保が難しかったことから、開催数

については未達成となったが、小中

学校で合計３回を実施することが

出来たことなどから合計１０回と

前年度から開催数を増することが

できた。

(B)

　認知症を理解し、認知症の

人やその家族を温かく見守る

応援者である認知症サポー

ターについて、目標値には達し

なかったものの、養成講座を実

施しサポーター数を増加するこ

とができた。

　小中学校の生徒に対しても

３年ぶりに実施することができ、

来年度以降の継続実施を目

指す。

　キャラバン・メイトとの協働につ

いては、新型コロナウイルスの感

染拡大の影響により、活動の

機会自体が制限されてしまった

こともあり、情報提供にとどまっ

た。

(B)

　今後は、通常開催のうえ、養

成講座の開催及びサポーター

数の増加やキャラバン・メイトの

活動支援に努められたい。

19
認知症サポーターの自主
的活動支援（ステップアッ
プ研修）

認知症サポーターが自分のできる範囲

で認知症の人や家族の支援ができるよ

うに、認知症に関しての更なる知識を

習得するためのステップアップ研修を開

催します。また、認知症サポーターの新

たな活躍の場について検討を行い、サ

ポーターの自主的活動に向けた体制づ

くりを行います。

高齢者支援課

・認知症サポー

ターステップアップ

研修の開催

･認知症サポー

ターの活躍の機

会の確保

　認知症サポーターステップアップ研修

について、１回実施し、研修の中で個

人・グループワークを実施しサポーター

同士の交流とともに、お互いの理解を

深めた。

　また、市の認知症に関する事業およ

び介護予防に関する取組を紹介すると

ともにアンケートの中で活動への協力の

意向を確認した。

1.計画どおり

認知症サポー

ターステップアッ

プ研修開催回

数

（回）

1 1 1.達成

　認知症ステップアップ研修につい

て、過去に認知症サポータ養成講

座を受講した方を対象に参加者を

募り、感染症対策に留意しながら

集合形式で１回実施し２１名の

参加があった。

A

　感染症対策に留意しながら、

対面式での研修を開催し、参

加者同士の交流、意見交換

を行うなど、認知症サポーターと

の関係維持に寄与できた。開

催時の参加者への活動意思を

もとに、今後、活動の場の提供

を行っていく。

A

　引き続き、認知症サポーター

の自主的活動支援を図られた

い。

20
図書館ボランティアの養
成と活動推進

図書館の読書普及事業に市民がボラ

ンティアとして積極的に参加できる場を

設け、市民との協働による図書館運営

を目指し、事業の充実と利用の拡大を

図ります。また、人材育成のために、既

存ボランティアのスキルアップ講座等を

行います。

中央図書館

・おはなし会ボラン

ティア養成講座

（中級編）の開

催

　令和３年度に実施したおはなし会ボ

ランティア養成講座（初級編）を修了

し絵本の読み聞かせボランティアとして

登録した者のうち、中級編の受講を希

望した者を対象に、おはなし会ボラン

ティア養成講座（中級編）を実施し

た。その結果、おはなし会ボランティアを

新たに養成することができた。

1.計画どおり

ボランティア登

録者数

（延べ人数）

70 81 1.達成

　計画的にボランティアを養成する

とともに、養成講座受講生の講座

参加に関して補講を行うなどできる

だけ柔軟な対応を行ったことによ

り、受講生の多くが養成講座を修

了しおはなし会ボランティア登録を

行うことができた。

A

　令和４年度末時点では目

標値を達成し事業の充実等を

図ることができたが、家庭の都

合等によりボランティア活動を

休止したり、退任する方もいる

ため、事業を安定的に実施す

るためにも引き続きボランティア

の養成に努める。（81名のう

ち、12名が活動休止中であ

る）

A

　引き続き、安定した事業を実

施とボランティアの養成に努めら

れたい。

B

　体験学習等には、令和２年

度から開始した養成講座受講

会員が多く参加しており、メン

バーの世代交代も進んでいる。

また、ワーキンググループを結成

して博物館と協働での企画展

は、それぞれの調査研究活動

の発表の場とともに、付帯事業

等も協働で実施し、大きな成

果を得た。さらに、グループ活動

の経験を生かして個人の調査

や研究に発展させる者も出て

おり、博物館としても個別に助

言や支援を行う。今後も各自

の学びを博物館事業に生かせ

るように、育成を続けていく。

B

　引き続き、研修等の実施によ

り登録者数の増加及びグルー

プ活動の支援に努められたい。

21 市民学芸員協働事業

個人がこれまでの人生で培った特技や

個性、興味関心を持ち寄り、博物館

活動を通して自己実現をしていく中

で、更なる人間的成長と社会参加・世

代間交流を促進することを目的として、

博物館のボランティアである市民学芸

員を育成し、各種事業や企画・調査

研究等を協働で実施します。

郷土博物館

・養成講座・フォ

ローアップ研修の

実施

・市民学芸員企

画事業の実施

・グループ活動へ

の支援

　市民学芸員養成講座を11回、フォ

ローアップ研修を２回実施した。

　市民学芸員自主企画事業は、こども

の日イベント・五月人形展示・七夕飾

り展示・十三夜展示・お飾りづくり体験

会・ひな人形展示・植物画展の計7回

実施した。

　グループ活動に対しては、年間を通し

て定例活動をサポートした。

　市民学芸員定例会を７回実施し

た。

　博物館開館40周年記念事業として

有志でワーキンググループを結成し、博

物館と協働で企画展「富士山」を開催

した。

1.計画どおり

市民学芸員

等博物館ボラ

ンティア登録者

数

（延べ人数）

50 46 2.未達成

　市民学芸員養成講座により、5

名が新規加入したが、退会者もあ

り、目標値を下回っている。

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 4/14



令和４年度　協働のまちづくり推進計画（実行計画）取組事業一覧 資料３

指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等 指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等

事業計画 １次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
・協働に配慮した点
・今後の方針

２次評価 (案) 今後の方針等
№

取組名称
●＝本計画の期間中に、新たに着
手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

22
●各種講座等の連携促
進

地域活動の担い手等の育成を効率

的・効果的に進めるため、各担当部署

における講座等の実施計画を取りまと

め共有することで、講座間の連携を図

るように努めます。

市民協働推進課
／各部署

・講座等実施計

画の共有

　各課等が主催する各種講座等の、

令和４年度の実施状況と令和５年

度の実施予定を照会し、取りまとめ、サ

イボウズ掲示板において取りまとめ結果

を各課等に共有した。

1.計画どおり

各課等が実施

する講座等の

調査及びとりま

とめ回数

（回）

1 1 1.達成

　令和４年度の実施状況と令和

５年度の実施予定を取りまとめ、

各課へ共有できた。

A

　各課等が主催する各種講座

等について、サイボウズ掲示板

において取りまとめ結果を各課

等に共有し、講座間の連携を

促すことができた。

　今後も講座間の連携を促進

するため、各種講座等実施状

況の照会及び取りまとめを継

続して行っていく。

A
　引き続き、各種講座等の連

携促進を図られたい。

23 職員出前講座

市民への学習機会の提供や市政に関

する理解を深めるため、市民団体・グ

ループが希望する場所に市職員が出

向いて講座を開き、生涯学習のまちづ

くりを推進します。

生涯学習課
／各部署

・出前講座の実

施

　48の講座メニューを用意し、市内の

団体から申込があった際は、出前講座

を実施した。

　また、LoGoフォームを活用し、二次

元コードから申し込みができるよう、利

便性の向上にも努めた。

1.計画どおり

職員出前講

座の実施回数

（回）

180 125 2.未達成

　昨年度と比較して、実績値は増

加したが、目標値には及ばなかっ

た。理由としては、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響、年度末に

近づくにつれて申し込みが減少して

いることが挙げられる。

(B)

　広報そでがうらやホームページ

への掲載だけでなく、自治会回

覧でも出前講座の概要やメ

ニュー等について市民に周知し

た。令和４年度は令和３年

度より多い4８の講座メニュー

を用意し、開講数が増加した。

令和５年度は年間を通して申

し込みをしてもらえるように周知

に力を入れていきたい。

(B)

　今後は、出前講座のさらなる

充実化を図り、積極的に活用

していただけるよう努められた

い。

24
●まちづくり講座（体験講
座）

市民が地域コミュニティ活動に参加する

きっかけづくりとするため、地域コミュニ

ティの協力を得ながら実際に地域活動

を体験できる講座を実施します。

市民協働推進課
・体験型講座の

開催

　計画では、地域コミュニティ活動に参

加するきっかけづくりを行う講座として、

体験型講座を開催することとしていた

が、内容を再検討し、まちづくり講座

（ステップアップ講座）受講生が市民

活動団体と交流し、地域活動に参加

するきっかけ作りや自らの活動の参考と

することを目的とした「まちづくり交流会」

を、体験型講座の代替講座として、３

月に開催した。

3.変更あり

体験講座の受

講者数

（人）

10 25 1.達成

　まちづくり交流会の参加人数とし

て、２５名の参加があった。うち、

まちづくり講座（ステップアップ講

座）受講生は１０名で、市民活

動団体からの参加者は１５名で

あった。

A

　体験型講座の内容を再検

討し、代替講座として「まちづく

り交流会」を開催し、まちづくり

講座（ステップアップ講座）受

講生の市民活動団体との交

流を図ることができた。

　今後は、「まちづくり交流会」

を継続して行うとともに効果を

検証し、必要に応じて内容を

改善していくことで、市民が地

域コミュニティ活動に参加する

きっかけづくりとなる講座を開催

する。

A

　今後は代替講座である「まち

づくり交流会」として開催し、引

き続き充実した講座の実施に

努められたい。

25
●協働のまちづくりへの
理解促進

市民や地域コミュニティ、市職員の協

働のまちづくりに関する理解を促進する

ため、（仮称）協働のまちづくり読本を

作成します。また、まちづくり講演会の

開催等により、協働のまちづくりへの理

解促進に努めます。

市民協働推進課
・まちづくり講演会

の開催

　まちづくり講座（ステップアップ講座）

受講生が市民活動団体と交流し、地

域活動に参加するきっかけ作りや自ら

の活動の参考とすることを目的とした

「まちづくり交流会」として、３月に開催

した。その中では、ファシリテーターの影

山貴大氏より、市民活動団体の協働

の事例についても、講演していただい

た。

　「協働のまちづくり読本」については、

地域コミュニティに未だ新型コロナウイル

ス感染拡大の懸念が残る中での活用

が見込めなかったため、事例収集にとど

まった。

2.遅延あり

まちづくり講演

会の参加者数

（人）

50 25 2.未達成

　「まちづくり交流会」の参加者は

２５名で、目標値には至らなかっ

た。

(C)

　代替として「まちづくり交流

会」の中で協働の事例について

も講演を行ったことにより、参加

者に協働のまちづくりへの理解

促進を図ることができた。

　今後は、地域コミュニティの活

動状況を見ながら、読本作成

に向け内容の検討を進める。

(C)

　今後は通常開催により参加

者の増加に努め、読本の作成

に向けて内容を検討されたい。

26
●市民総合賠償補償保
険制度

地域活動に安心して参加できるように

するため、社会奉仕活動中の事故によ

り負傷等した場合に、総合災害補償

要綱により見舞金を支給します。

総務課／
市民協働推進課

・保険制度のPR

・保険制度の運

用

　令和２年度の各課の保険加入状況

等から判断すると、現段階では費用対

効果が見込めないことから、本制度の

導入は難しいと判断した。

4.中止

市民総合賠

償補償保険

制度の周知回

数

（回）

2 0 4.その他
　保険制度の設立を行っていない

ため０件となっている。
D

　令和２年度の各課の保険

加入状況等から判断すると、

現段階では費用対効果が見

込めないことから、本制度の導

入は難しいと判断した。

D

　制度の導入は見送りとなって

いるが、今後も市民が地域活

動に安心して参加できるよう努

められたい。

施策の方向性②　学習・体験の機会の提供

施策の方向性③　市民が参加しやすい環境づくり

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 5/14



令和４年度　協働のまちづくり推進計画（実行計画）取組事業一覧 資料３

指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等 指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等

事業計画 １次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
・協働に配慮した点
・今後の方針

２次評価 (案) 今後の方針等
№

取組名称
●＝本計画の期間中に、新たに着
手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

27
●（仮称）協働のまちづく
り表彰制度

地域コミュニティの意欲向上を図り、市

民に活動事例を周知して参加のきっか

けづくりとするため、地域でまちづくり活

動を実践している団体等に対する表彰

制度の創設を検討します。

市民協働推進課

・表彰制度のPR

・表彰制度の運

用

　表彰制度の内容について検討を行っ

たが、新型コロナウイルス感染症の影

響により十分な活動ができていない地

域コミュニティが残っていることもあり、創

設を見送った。

2.遅延あり

表彰候補団

体数

（団体）

1 0 2.未達成
　表彰制度の創設に至らなかった

ため、０団体となっている。
(C)

　今後は、新型コロナウイルス

感染症の状況と地域コミュニ

ティの活動状況を見ながら、創

設に向け、具体的な内容の検

討を進める。

(C)

　必要に応じて表彰制度の創

設に向け、引き続き内容の検

討を進められたい。

28
ファミリーサポートセン
ター事業

安心してゆとりある子育てができる環境

づくりを目指して、「子育ての援助を受

けたい方」（利用会員）と「子育ての

援助を行いたい方」（提供会員）が

ファミリーサポートセンターの会員になり、

地域で助け合う有償の相互援助活動

を行います。

子育て支援課

・入会説明会

・子育て学習会

（年3回）

・主催講座（年

3回）

・ファミサポ通信発

行（年４回）

　ファミリーサポートセンター事業の周知

や会員の入会促進を目的として実施

する主催講座及びファミサポ通信の発

行は、年３回実施した。また、提供会

員のスキルアップを目的とした子育て学

習会については、年３回の実施予定の

うち、講師の都合により１回が中止と

なり２回の実施となった。

　その他、入会説明会や会員の援助

活動の支援については、感染症対策を

しながら実施した結果、会員数の増加

につなげることができた。

3.変更あり

利用会員から

の依頼に対す

る子育ての援

助件数

（件）

530 374 2.未達成

　子どもの習い事への送迎や保護

者の疾病等の際の利用など、前

年度に利用していた利用者が利

用しなくなった影響により援助件数

が減少した。

提供会員数

（延べ人数）
47 44 2.未達成

　広報そでがうらや市HP上での周

知活動の他に、市政協力員宛て

回覧等で提供会員の募集につい

てポスターやチラシを用いて周知し

たが、増加しなかった。

B

　市政協力員宛の文書などに

よる周知活動を行ったものの提

供会員は増加しなかった。

　活動している提供会員の負

担が増加していることから、引き

続き提供会員の確保のための

周知活動等を行うとともに、他

の自治体で会員確保の工夫を

している事例等の情報を収集

し、提供会員の確保を図りな

がら、事業を継続していく必要

がある。

B

　引き続き、提供会員数増加

のため、制度の周知活動の充

実化と、会員負担の軽減に努

められたい。

29
介護支援ボランティア事
業（介護支援しあわせポ
イント）

高齢者の社会参加を通じた介護予防

を推進するため、 市内在住の65歳以

上の方が介護支援ボランティアとして市

に登録し、市の指定を受けた事業所で

ボランティア活動を行うことで、寄付や

商品券への交換ができるポイントを付

与します。

高齢者支援課
・事業の実施

・事業の周知

　ボランティアの受け入れを行っている多

くの介護施設が、新型コロナウイルス感

染症拡大防止措置として受け入れを

行わなかったことから、ポイント付与によ

る寄付や商品券への交換が行える者

が昨年度に引続き少なかった。

　また、コロナの感染状況に考慮しつ

つ、研修会を実施し、広報・HP・関係

機関でのポスターの掲示により事業の

周知を図った。

3.変更あり

ボランティア登

録人数

（延べ人数）

54 34 2.未達成

　研修を実施し、新たなボランティ

ア登録（１名）はあったが、新型

コロナウイルス感染症の影響により

ボランティア活動が思うようにできな

いことや、ボランティア自身の高齢

化を理由にボランティア登録の取り

消しを行った者（６名）があった

ため

事業の周知回

数

（回）

3 3 1.達成

　新型コロナウイルス感染症の状

況を考慮しつつ、介護支援ボラン

ティア登録研修会を3回開催の計

画をたて周知を図った。

(B)

　新型コロナウイルス感染症の

影響により、昨年度に引続き、

受入れ施設におけるボランティ

アの受入れ中止、もしくは制限

をしている状況が続いていたた

め、ボランティア活動ができず、

登録辞退の申出が複数あっ

た。今後の受入れ施設の再開

状況を注視し、ボランティア登

録者が活動できるよう情報提

供を図る。

　また、ボランティア登録者を増

やすため広報等での周知を図

り、登録者数の増加につなげて

いく。

(B)

　今後は、介護施設等の受入

状況等を見ながら事業を実施

し、登録人数の増加に努めら

れたい。

30
学校支援ボランティアの
活用

子供たちの教育は学校だけではなく、

学校・家庭・地域社会が適切に役割

を分担して相互に連携して行われるこ

とが重要です。実践的教育のため地域

に開かれた学校を目指し、地域の人材

や民間の力を活用した学校支援ボラン

ティアを充実します。また、地域ぐるみで

学校を支援する体制を構築すること

で、学校の教育力の向上と教育内容

の充実を図ります。

学校教育課

・学校支援ボラン

ティアの活用

・研修会の開催

　学校支援ボランティア研修会を実施

した。各校毎に抱える課題や効果的な

ボランティア事例を共有し、地域ぐるみ

で学校を支援する体制の構築を図るこ

とができた。

1.計画どおり

市内小中学

校の学校支援

ボランティア登

録者数

（延べ人数）

790 685 2.未達成

　コロナ禍により学校支援ボラン

ティアの登録者が少なかったため、

活動を十分に行うことができなかっ

た。

(B)

　各小中学校で、ボランティア

の活用方法を工夫した活動内

容を検討し、ボランティアのあり

方を模索することができた。

　コロナ禍により、ボランティア活

動を抑制せざる得ない状況が

続いているが、新たなボランティ

ア人材の掘り起こしを行う。

(B)

　今後は、感染対策を施した

上でボランティア登録者の積極

的な活動と新たな人材発掘に

努め、事業の実施を図られた

い。

31
総合型地域スポーツクラ
ブの活性化

地域スポーツを促進し、市民が参加し

やすいスポーツの機会を拡充するため、

総合型地域スポーツクラブ連絡協議会

が中心となり各種スポーツ大会等を開

催するとともに、市内各総合型地域ス

ポーツクラブがＰＲ活動等を積極的に

行うことで、市内5クラブの入会者数の

増加を図ります。

スポーツ振興課

・運営委員会の

開催

・交流大会、

ウォーキングフェス

タ、スポーツ教室

の実施

・無料体験期間

（3月）

　総合型地域スポーツクラブ連絡協議

会が中心となり各種スポーツ大会等を

開催した。交流大会は122人、ボッ

チャ大会は市内20チーム、ウォーキング

フェスタは市内外から920人の参加とな

り、各総合型地域スポーツクラブのPR

を進めることができた。市内でボッチャの

普及があり、ボッチャ教室でなく、ボッ

チャ大会を実施した。クラブ入会者の

満足度の得られるスポーツイベントにし

たことで、会員の継続更新につながっ

た。

3.変更あり

市内総合型

地域スポーツク

ラブ（５クラ

ブ）の総会員

数

（延べ人数）

1,380 870 2.未達成

　いままでの新型コロナウイルス感

染症の影響を受け、総会員数は

激減しているが、令和４年度末

実績870人は年度最高の実績

値である。市民のスポーツをする場

へのニーズは高まっていたり、総合

型スポーツクラブのPRは例年より

増やしているものの会員数は微増

にとどまっている。

(B)

　例年より多くPRは進められ

た。しかしながら、コロナ禍でクラ

ブ総会員数は大きく減少した。

各総合型地域スポーツクラブへ

補助金を交付し、積極的に支

援を行っている。各クラブでもイ

ベントを開催してもらえるよう促

し、会員獲得を目指す。

(B)

　今後は、積極的なPRを継続

し、会員数の増加と市民が参

加しやすいスポーツ機会の拡充

に努められたい。

32
消防団協力事業所表示
制度

消防団員の就業形態の変化によって

被雇用化率が増加し団員確保が

年々困難になっています。このため、消

防団に積極的に協力している事業所

に対して表示証を交付するとともに、地

域における社会貢献を評価する消防

団協力事業所表示制度の周知を図り

ます。

消防本部総務課

・袖ケ浦市消防

団協力事業所の

認定

・制度の周知

　制度の周知について、消防団広報紙

やホームページを活用したことで、広報

をきっかけに１事業所の認定に繋がっ

た。今後は広報媒体の拡大を検討し

たい。

1.計画どおり

消防団協力

事業所認定

数

（事業所）

9 44 1.達成

　ともに歩む社会貢献型制限付き

一般競争入札の参加要件に、

「消防団協力事業所表示制度の

認定を受けていること。」が定めら

れていることで、令和３年度からの

２カ年で新規３５事業所が加入

した。

・令和３年度：１４事業所、令

和４年度：２１事業所

・３６事業所のうち、１事業所は

入札制度の影響ではない。

A

　在籍している消防団員への

配慮等、消防団員の処遇改

善に対する効果は得られたが、

協力事業所の増加が直接的

に消防団員数の増加に繋がっ

てはいないのが現状である。消

防団員数の増加につながる方

策を検討する。

A

　引き続き、制度の周知及び

登録事業所の認定増加に努

められたい。

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 6/14
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33
●市民協働ゾーンの整備
（庁舎整備事業）

市庁舎整備事業の実施にあたり、

人々が交流し、誇りと親しみをもてる庁

舎を目指して、市民活動の場となる市

民協働ゾーンを設け、市民交流スペー

スやカフェスペース、市民協働会議室を

配置します。

資産管理課

・建替1期庁舎

建設工事

・既存新庁舎耐

震補強及び大規

模改修工事

　令和４年７月に北庁舎が完成し供

用を開始した。８月から既存新庁舎

（中庁舎）の耐震補強及び大規模

改修工事に着手しており、令和５年

６月の完成を目指し工事を実施して

いる。令和４年度末時点で、石綿含

有建材の撤去及び耐震補強は完了

し、内外装工事を順次進めている。

1.計画どおり

庁舎整備工

事の進捗率

（％）

63.0 63.0 1.達成

　令和４年度は、３回の増額変

更により全体事業費が増額となっ

たが、石綿含有建材の撤去工事

の追加により令和４年度の予定

出来高が減少となったものの、全

体工程の見直しにより進捗率の実

績値については当初目標を達成

できた。

A

　令和４年度は３回の増額の

うち、２回は、物価水準及び

賃金水準の上昇に伴う契約

書のスライド条項適用による増

額、１回は大気汚染防止法

の改正に伴う石綿含有建材の

除去に係る費用の増額があっ

たものの、変更契約により対応

できた。今後も物価が上昇し、

受注者よりスライド条項に基づ

く請負金額の変更請求があっ

た場合は、設計変更について

協議する必要がある。

　中庁舎の６月の完成後に、

２回目の事務室移転があるた

め、丁寧に市民周知を行い、

事業を進めていく。

A

　引き続き、市民周知を行いつ

つ、市民協働ゾーンの設置に

向けて安全に建設工事を進め

られたい。

34 子育て交流拠点の提供

「そでがうらこども館」において、子育て

中の親子等が気軽に集い、自由に交

流できる場所を提供するとともに、子育

てについての相談、情報提供、助言等

の支援を行う地域子育て支援拠点事

業を実施します。また、多目的室等を

活用し、子育て関連団体などと連携し

た講座・イベントを開催します。

保育幼稚園課

・そでがうらこども

館の運営

・講座、イベントの

開催

　住宅開発等により子育て世帯の転

入が進む中、自宅で保育する保護者

が安心して子育てできるよう保育士や

栄養士を配置し、各種相談業務を実

施した。

　また、親子同士が交流できる場所を

提供するとともに、子育て支援団体等

によるイベントや講座等を開催し、子育

てを支援した。

1.計画どおり

講座、イベント

の開催回数

（回）

120 93 2.未達成

　新型コロナ対策として、利用者の

人数制限やおもちゃ病院等を未

開催とするなど、イベントの抑制を

行っており、目標達成には至らな

かった。

(B)

　利用を市内在住者とし、利

用者の人数制限を行っており、

イベントについても制限している

ため、利用者数、イベント数は

大幅に減少しているが、新型コ

ロナ対策を行いながら実施でき

ることを模索し、事業を実施す

ることができた。

(B)

　引き続き、感染対策を施した

上で開催するなど、積極的な

開催を図られたい。

36
●区等集会施設の建設
等への補助

区等集会施設の計画的な整備や改

修、修繕等の実施を支援するため、必

要な経費に対して補助金を交付しま

す。また、施設のバリアフリー化や耐震

化などの新たな課題に対応できるように

補助制度の見直しを検討します。

市民協働推進課 ・ 補助金の交付

　区等自治会が管理する集会施設の

修繕等工事１０件に対し、補助金を

交付した。１０件の工事のうち、耐震

改修工事（新築含む）が２件、バリ

アフリー化工事が３件であった

1.計画どおり

集会施設等の

建設、修繕に

対する補助金

の交付件数

（件）

12 10 2.未達成
　目標値１２件に対し、実績値

１０件であった。
B

　引き続き、区等自治会に補

助制度の内容を周知し、活用

の促進を図っていく。

B

　引き続き、各自治会へ制度

を周知し、適切な交付に努め

られたい。

(B)

　引き続き、感染対策や開催

方法を検討のうえ、事業を実

施できるよう努められたい。

袖ケ浦いきいき百歳体操
の取組み拡大

2.未達成

　新型コロナウィルス感染の懸念か

ら、新規参加を団体等に促しても

参加を躊躇される等、新規発足

数がほとんどなく参加者数は未達

成となった。なお、新規団体１団

体が新たに活動を開始した。

(B)

　新型コロナウイルス感染症の

影響から、活動を自主的に休

止や控えている団体があり、そ

れに伴い、参加者数も減となっ

た。活動を継続している団体に

対し、市の保健師が現地に赴

き、活動に不安がないよう、感

染症予防対策に助言を行い、

活動の継続につなげることがで

きた。また、新たな１団体が活

動を開始する際には指導・助

言を伴走型で行い、新たに参

加したいという方の相談につい

て、活動団体を紹介するなど

マッチングを行った。

　今後も、活動を続ける団体

及び新規参加を希望する方へ

の支援を引き続き行う。

35

筋力の維持向上といった身体面での効

果だけではなく、他者との交流の場の

確保による社会性の維持・向上、更に

は地域づくりにつなげることを目的とし

て、地域において介護予防の取組みを

継続して実施できるように支援します。

高齢者支援課

・取組みに向けた

周知

・関心がある団体

への説明会実施

・市内交流大会

の開催

　袖ケ浦いきいき百歳体操の自主活

動団体の参加者に対して、運動機能

面の向上及び通いの場の提供の継続

を支援した。

　関心がある団体への説明会及び市

内交流大会については、新型コロナウ

イルス感染拡大防止の観点から、集合

形式の交流は中止し、代替として、団

体の活動内容を紹介する「百歳体操

新聞」を発行し団体間の情報共有に

勤めた。

3.変更あり

袖ケ浦いきいき

百歳体操の参

加者数

（延べ人数）

1,553 1,099

推進項目（４）　地域コミュニティの拠点づくり

施策の方向性①　市民交流の場の確保

施策の方向性②　地域コミュニティの活動拠点の確保

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 7/14
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37 地区座談会

地域の様々な団体が連携してまちづく

りを進めやすくするため、市内5地区

（昭和、長浦、根形、平岡、中川・富

岡）において情報交換の場として地区

座談会を開催します。なお、地域まち

づくり協議会が設立された地区について

は、本事業を終了します。

市民協働推進課
・地区座談会の

開催

　各地区へ地区座談会の開催につい

て検討いただいたところだが実施に至ら

なかった。代替として根形地区におい

て、地元自治会長及び地区住民会議

といった地域で活動する団体等向けに

地域まちづくり協議会に関する意識調

査を実施した。

3.変更あり

地域まちづくり

協議会設立

組織数

（延べ組織

数）

4 1 2.未達成
　長浦地区のみ地域まちづくり協

議会の設立があった。
B

　長浦地区において、地域まち

づくり協議会が設立され、地域

のまちづくりに寄与できている。

　今後は根形地区で行った地

域まちづくり協議会に関する意

識調査の結果を検証し、長浦

地区以外にも働きかけていく必

要がある。

B

　今後は、意識調査の結果を

踏まえ、各地区と協議を進め、

地域まちづくり協議会の設立

支援に努められたい。

38
●（仮称）市民活動交流
会

市民活動団体等が、お互いの活動内

容や情報などを交換し、交流する場を

設けることで、団体同士がつながり、連

携してまちづくりに取り組むきっかけづくり

を行います。

市民協働推進課

・市庁舎整備にあ

たり、交流拠点の

活用方法を検討

する

市庁舎整備に伴う交流拠点について

は活用方法については検討を進めてい

るが、先行して「まちづくり交流会」を実

施した。

1.計画どおり

※市庁舎整

備完了予定が

2025年のた

め、指標を設

定していない。

- - - A

　交流拠点整備に先行して

「まちづくり交流会」を実施する

ことにより、各団体間の交流機

会を設けることができた。

　市庁舎整備に伴う交流拠点

の活用方法については、継続

して検討する。

A

　引き続き、市庁舎整備に伴

う交流拠点の活用方法の検

討のほか、各団体の交流機会

の確保について努められたい。

39
地域活性化推進事業へ
の補助

地区自治連絡会を主体として、より広

域的に地域課題への取組みや地域住

民の交流・地域活性化イベントなどの

実施を促進するため、地域活性化推

進事業補助金を交付します。なお、地

域まちづくり協議会を設立した地区につ

いては、本補助金から協議会に対する

補助金に移行します。

市民協働推進課 ・補助金の交付

　昭和地区自治連絡会及び長浦地

区自治連絡協議会の事業に対し、地

域活性化推進事業補助金を交付し

た。

1.計画どおり

地域活性化

推進事業補

助金の活用地

区数（地域ま

ちづくり協議会

補助金を含

む）

（地区）

5 2 2.未達成

　昭和地区自治連絡会及び長浦

地区自治連絡協議会の事業に

対し補助金を交付した。

(B)

　昭和地区自治連絡会及び

長浦地区自治連絡協議会に

補助金を交付したが、他地区

においては新型コロナウイルス

感染症の影響により住民が交

流するイベント等の実施を取り

止めている実情がある。

　今後、広域的に地域課題の

取組や地域住民の交流・地域

活性化イベントなどが実施でき

るようになった際には、補助金

を交付するなど、その活動を支

援する。

(B)

　引き続き、各地区活動にお

いて積極的に制度が活用され

るよう、各地区自治連への周

知を図られたい。

40
地域支え合い活動支援
事業への補助

高齢者をはじめとする交通弱者の移動

手段を確保し、社会参加活動の推進

を図るため、地域住民が主体となって

実施している地域支え合い活動支援

事業を支援します。また、外出支援数

の増加を図るため、取組みを行っている

団体と連携して事業の周知を行いま

す。

高齢者支援課
（企画政策課）

・活動の周知

・活動団体への

支援

・新たな地域での

地域支え合い活

動実施

　活動の周知については、平川地区、

中川富岡地区の自治会回覧で周知

を行い、会員の確保に努めた。

　令和４年度から現活動団体に対す

る支援については、高齢者支援課で実

施し、１団体に対し補助金の交付及

び車両の貸与を行うとともに、団体の

定例会議に出席し活動を支援した。

　地域支え合い活動の立ち上げ支援

については、地域住民から新たに声が

上がらなかったため、支援することができ

なかった。

2.遅延あり

周知活動回

数

（回）

2 2 1.達成

活動の周知については、平川地

区、中川富岡地区の自治会回覧

や、市民会館等でのイベント時に

チラシを配布し、会員の確保に努

めた。

活動団体数

（団体）
2 1 2.未達成

　地域住民が主体となって実施す

る地域支え合い活動支援事業に

ついて、新たに声が上がらなかった

ため、支援することができなかった。

C

　既存の活動団体への支援、

活動として周知を行い、移動

手段確保に寄与できた。

　地域支え合い活動の立ち上

げ支援については、地域住民

から新たに声が上がらなかった

ため、支援することができなかっ

た。支援を必要とする方がいる

一方で、支援する方が少ない

現状が課題であると考える。

C

　引き続き、活動団体や支援

提供者の増加とその支援に努

められたい。

41
介護予防活動団体への
補助

袖ケ浦いきいき百歳体操など住民主

体の介護予防活動団体に対して、円

滑な活動とその継続を支援するため、

必要な経費に対して支援を行います。

高齢者支援課

・団体開設時の

補助金の周知

・補助金の交付

　補助金について介護予防活動団体

へ周知し、交付を行ない、団体の活動

の支援を行った。

1.計画どおり

袖ケ浦いきいき

百歳体操等

介護予防活

動団体への補

助団体数

（団体）

44 29 2.未達成

　新型コロナウィルス感染の懸念か

ら、新規参加を団体等に促しても

参加を躊躇される等、新規発足

数がほとんどなかったことや、活動は

行っているが本年度は補助金申

請の希望がない団体があったことの

影響により、補助金申請が予定よ

り少なかったことから未達成となっ

た。

(B)

　補助金活用団体の多くは、

袖ケ浦いきいき百歳体操の団

体であるが、新型コロナウイルス

感染拡大の影響により、新規

立ち上げがほとんどなかった。

　引き続き、新規の団体や補

助が必要な団体を把握した際

には、制度の周知を行い、利

用を促していく。

(B)

　引き続き、制度の周知や新

規参加団体の増加に努め、補

助事業の利用促進を図られた

い。

施策の方向性①　地域コミュニティ活動への補助等

施策の方向性③　地域コミュニティの交流機会の確保

推進項目（５）　地域コミュニティ活動への支援

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 8/14
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43
サロン実施（社会福祉協
議会）への補助

袖ケ浦市社会福祉協議会によるサロ

ン実施を支援し、世代間交流・地域

内交流の場、高齢者・子育て中の親

子等が孤立しないように集える場、ま

た、地域の特徴に応じた交流の場づく

りを行うことで、住民・ボランティア等のつ

ながりや地域に合わせた活動の実施を

促進します。

地域福祉課

・地区社協サロン

開催費補助費の

支給

　サロンの実施主体である、社会福祉

協議会に補助金を交付し、各地域に

おける世代間交流・地域内交流の場

としてのサロン実施を推進した。新型コ

ロナウイルス感染症の感染対策として、

３密回避や参加見込人数等を考慮

するなど、開催継続の努力を行うととも

に、未開設地域での開催に向け、一

部地区で働きかけを行った。

1.計画どおり

（社協実

施）子育て・

高齢者等のサ

ロンの開設数

（延べ件数）

27 21 2.未達成

　コロナ禍による影響により、開催

を自粛した地区や会場もあったた

め、未達成となった。

（社協実

施）サロン参

加者数

（人）

5,250 1,935 2.未達成

　コロナ禍による影響により、開催

を自粛した地区や会場もあったた

め未達成となった。

(B)

　新型コロナウイルス感染症の

影響により、開催を自粛してい

る地区や会場が生じたが、３

密回避や各地区の状況や開

催会場、参加見込人数等を

考慮し、開催継続の努力を行

うとともに、広報活動を適切に

行った。未開設地域への開催

については、今後も継続して働

きかけを行う。

(B)

　今後は、従来通り各地区で

実施するとともに、未開設地域

においても開催できるよう継続

して努められたい。

44
●各種助成制度の情報
提供

市が設ける補助金制度のほか、地域コ

ミュニティが民間の助成制度等を有効

に活用し、活動資金を確保できるよう

にするため、各種助成制度等の情報を

収集して、市ホームページや窓口などに

おいて情報提供を行います。

市民協働推進課

・助成制度等の

情報収集

・ＨＰ等による情

報提供

　市及び一般財団法人自治総合セン

ターが行う、地域コミュニティ等に対する

助成制度について、市ホームページ等

により、令和４年度の情報提供を行っ

た。

1.計画どおり

市ホームページ

や窓口などで

の情報提供数

（件）

5 5 1.達成

　市及び一般財団法人自治総合

センターが行う、地域コミュニティ等

に対する助成制度について、市

ホームページ等により、令和４年

度の情報提供を行った。

A

　市及び一般財団法人自治

総合センターが行う、地域コミュ

ニティ等に対する助成制度につ

いて、市ホームページ等により、

令和４年度の情報提供を行っ

た。

　今後は、これらの助成制度に

ついての情報更新を行っていく

とともに、これ以外の助成制度

についても情報収集を行ってい

く。

A

　引き続き、より多くの助成制

度の情報を収集し、情報提供

することに努められたい。

45 ●自治会運営への支援

地域住民の交流や住みやすい地域づ

くりを担う自治会の活動を活性化する

ため、活動事例等を市ホームページや

広報紙に掲載するなど、自治会への理

解と加入促進を図ります。また、自治

会役員等の負担軽減を図るため、自

治会運営や加入勧誘にあたり参考と

なるマニュアル等を作成します。

市民協働推進課

・ＨＰ等による活

動紹介

・自治会加入促

進チラシの配布

・各種マニュアルの

点検・見直し

　ＨＰ等による活動紹介、自治会加

入促進チラシを配布した。
1.計画どおり

自治会への加

入率

（％）

64.5 58.0 2.未達成

　袖ケ浦駅海側地区や蔵波中学

校周辺の市街化区域縁辺部など

の自治会未設立地域の世帯数

増加が要因となり、自治会の加入

率は前年度より低下した。

B

　ＨＰや自治会加入促進チラ

シの配布を行っている。

自治会へのアンケートを行った

中で、役員のなり手不足、負

担などに関する意見が多数を

占めた。そういった課題に対し、

市としてどう携わっていくのか内

部で検討するとともに、地域住

民の交流や住みやすい地域づ

くりを担う自治会活動の活性

化を目指す。

B

　今後は、自治会未結成地区

へ自治会設立支援を行ってい

くとともに、自治会運営の課題

解決や加入率低下の抑制に

努められたい。

46 地区住民会議への支援

学校・家庭・地域の連携を深め、未来

を担う青少年の健全育成に努める地

区住民会議の活動を充実させること

で、地域の教育力の向上を図ります。

そのため、地域の社会教育機関として

構成団体に加わり、ともに活動し支援

を行います。また、構成団体との連携・

協力を深め人材確保につなげます。

市民会館・ 公民館
・地区住民会議

への参加・支援

　各地区住民会議の円滑な運営の

為、地域の社会教育機関である各館

が事務局となり、総会や行事の開催に

向けて構成団体との連絡調整や取りま

とめ等の支援を行った。

1.計画どおり

地区住民会

議の協力者数

（延べ人数）

2,400 1,839 2.未達成

　継続するコロナ禍において、新型

コロナウイルス感染症対策を講じた

うえで、代替事業などを実施した。

(B)

　事業の進捗状況については、

地区住民会議への参加・支援

を事務局として計画通りに行え

たものの、活動指標について

は、継続するコロナ禍において、

新型コロナウイルス感染症対

策を講じたうえで、代替事業な

どを実施した。

　当該感染症対策は緩和しつ

つあるため、今後の事業内容

について状況を見極めながら検

討を進める。

(B)

　今後は、地区住民会議が従

来どおり開催されるよう支援に

努められたい。

施策の方向性②　地域コミュニティ活動への協力等

(B)

　新型コロナウイルス感染症の

影響により、施設側からのボラ

ンティア要請がほとんど無く、活

動ができない状況となったが、

ボランティア活動への関心が低

下しないように努めるとともに、

広報活動などコロナ禍の影響

を受けないよう適切に行った。

また、社会福祉センター内での

ボランティア活動に対しては、感

染症防止対策を意識しボラン

ティアが活動しやすい環境を整

えて活動支援を行うことができ

た。

(B)42
ボランティアセンター（社
会福祉協議会）への補助

袖ケ浦市社会福祉協議会にあるボラ

ンティアセンターを支援することで、ボラン

ティアセンター機能の充実を図り、ボラン

ティアの育成と支援を通して活動の活

性化を図ります。

地域福祉課

・ボランティアセン

ター運営支援事

業補助金の交付

　ボランティアセンターの運営や災害ボラ

ンティアセンター立上げ訓練に関して、

社会福祉協議会に補助金の交付を

行った。

　ボランティアの受入数は、コロナ禍の

影響により要請が少ない状況であっ

た。１１月開催の地域福祉フェスタで

は、袖ケ浦市ボランティア連絡協議会

のＰＲのほか、ボランティア活動への関

心が低下しないように現在募集してい

るボランティア活動や災害ボランティアに

ついての記事を社協だより等に掲載す

るとともに各種ボランティア講座・交流

会を開催するなど、ボランティア活動に

関する周知を図った。また、ボランティア

登録希望者からの問い合わせには、活

動内容を紹介するなど、できるだけ希

望に沿うボランティア活動ができるよう助

言等を行った。

1.計画どおり

（社協実

施）ボランティ

ア登録数

（延べ人数）

1,400 1,339 2.未達成

　コロナ禍による影響のため、ボラン

ティア活動受入れを行わなかった

施設等があるなどにより、活動を控

える者もいたため未達成となった。

　引き続き、ボランティアの活動

支援策について検討し、ボラン

ティア登録数の増加に努められ

たい。

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 9/14
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47
●生活支援体制整備事
業

住民等の多様な主体が参画し、生活

支援に対する多様なサービスを実施す

ることにより、地域における支え合いの

体制づくりを推進し、要支援者等に対

する効果的かつ効率的な支援を実施

します。

高齢者支援課

･第１層及び第

２層協議体の継

続運営

･新たな担い手の

発掘･育成やサー

ビスの創出、住民

主体の支援活動

団体間の連携づ

くり

市内５圏域のそれぞれについて、第２

層生活支援コーディネーター（SC）を

社会福祉協議会への委託により配置

し、各地区の課題の把握と住民同士

の助け合い団体の立ち上げや周知へ

の協力、利用者と支援者のマッチング

等を行っている。

第１層（市内全域）SCは高齢者支

援課職員が担当し、今年度については

市内で活動中の複数の移動支援団

体の交流会や、民間の移動販売業者

と地区代表へのマッチング等を行った。

1.計画どおり

住民主体の支

援活動団体

数

（延べ団体

数）

6 10 1.達成

新たに２団体が活動を開始し、現

在把握している市内活動団体は

10団体となり、高齢者の生活支

援に対する多様なサービスを実施

する団体は増となった。

担い手養成研

修開催回数

（回）

12 2 2.未達成

　従来の個人・団体へ行う講義形

式での研修の実施という形から、

活動を検討している個人・団体に

向け対話型で必要な支援の情報

を提供することとし、効率的な団

体立ち上げを目指したことから、対

象者数自体は縮小したため、回

数は減少した。

B

　住民主体第２層SCが中心

となり、支援を必要とする高齢

者と地域の支え合いのマッチン

グや支援を開始する団体への

助言等を行うことにより、地域

における支え合いの体制づくり

を推進した。

　担い手養成研修は、広く住

民に事業の周知や助け合いの

意識の醸成をする機会である

ことから、開催方法（対象者・

開催時間帯・内容等）を柔

軟に設定し目標達成を目指

す。

B

　引き続き、担い手養成のため

の支援について検討し、事業を

実施できるよう努められたい。

48
自主防犯組織の結成と
活動支援

　「自分たちのまちは自分たちで守る」と

いう自覚と連帯感に基づき、地域の防

犯力を向上するため、自主防犯組織

の結成を促進するとともに、防犯装備

品の貸与を行うなどの支援を行いま

す。

防災安全課

・組織設立の支

援

・防犯装備品の

貸与

　自主防犯組織に対し防犯装備品の

貸与希望を文書により照会し、これま

での貸与実績等を踏まえて貸与数を

決定し、各自主防犯組織に防犯装備

品を貸与した。

1.計画どおり

自主防犯組

織の設立数

（延べ団体

数）

43 43 1.達成

年度当初に、新規に１団体結成

された。

なお、未結成地区のイベントにてチ

ラシを配布するなどして加入促進

を促した。

A

　未結成地区のイベントにてチ

ラシを配布するなどして加入促

進を促した。

　次年度以降は、説明会等を

開催して団体の育成と防犯意

識の高揚を図り、既存組織の

継続と新規設立を促進する。

A

　引き続き、未結成地区へ説

明会の開催や加入促進につい

て取り組まれ、自主防犯組織

の設立数増加を図られたい。

49
自主防災組織の結成と
活動支援

　「自分たちのまちは自分たちで守る」と

いう自覚と連帯感に基づき、地域の防

災力を向上するため、自主防災組織

の結成を促進するとともに、防災資機

材の貸与や防災訓練の指導などにより

充実拡充を図ります。

防災安全課

・組織結成の促

進

・防災資機材の

貸与、更新

・防災訓練の指

導

・リーダー研修会

の開催

　自主防災組織の新規結成に努め、

今年度新たに１団体が新規結成する

ことができた。

　また、防災資機材を新規結成に貸

与、結成から１０年毎のタイミングで

更新し、自主防災組織の活動の充実

を図った。

　自主防災組織の防災訓練に、消防

本部、消防団と連携し、指導に当たる

とともに、自主防災組織のリーダー研修

会を開催し、リーダーの育成に努めた。

1.計画どおり

自主防災組

織数

（延べ団体

数）

78 79 1.達成

　自主防災組織の結成数は、本

年度新たに１組織が結成され、

計７9組織となった。

A

　「自分たちのまちは自分たち

で守る」という自覚と連帯感に

基づき、地域の防災力を向上

するため、自主防災組織の結

成を促し、今年度新たに１組

織立ち上がり、結成の促進を

図ることができた。

　また、防災資機材の貸与や

自主防災組織の訓練の指導

を通じて、自主防災組織の活

動の充実を図ることができた。

A

　引き続き、自主防災組織の

結成と活動の支援を行い、自

主防災組織数の増加を図られ

たい。

50
●（仮称）市民活動サ
ポートセンターの設置

地域コミュニティ活動に関する情報提

供や相談窓口となる市民活動サポート

センターの設置と専任コーディネーター・

アドバイザーの配置について検討しま

す。また、市庁舎整備に伴い市民交

流・協働スペースを設置する計画であ

るため、これに時期を合わせて設置する

ことで相乗効果を図ります。

市民協働推進課
・サポートセンター

開設の準備

　他市の先進事例を研究し、市民活

動サポートセンターの内容について検討

しており、設置基本計画の作成には

至っていないが、開設に向けて準備を

進めている。

2.遅延あり

※市庁舎整

備完了予定が

2025年のた

め、指標は設

定しない

- - - C

　他市の先進事例を研究し、

市民活動サポートセンターの内

容について検討したが、設置基

本計画の作成には至っていな

い。

　今後、サポートセンター設置

基本計画作成に向け、内容の

検討を進める。

C

　市民活動サポートセンターの

設置に向けた基本計画の作成

に向けて、内容の検討を進めら

れたい。

51
●地域まちづくり協議会
の設立支援

地域まちづくり協議会の設立を支援す

るため、未組織の地区において地区座

談会を開催するなどきっかけづくりをする

とともに、活動事例を紹介するなど協議

会への理解を促進します。また、協議

会が設立されるまでに必要な事務手

続等に対する支援を行います。

市民協働推進課
・協議会の設立

支援

　長浦地区で地域まちづくり協議会を

設立した。

　根形地区で地域まちづくり協議会に

関する調査を行った。

1.計画どおり

地域まちづくり

協議会設置

組織数

（延べ組織

数）

4 1 2.未達成

　長浦地区で地域まちづくり協議

会を設立したが、その他の地区は

未設立である。

B

　長浦地区で地域まちづくり協

議会を設立したが、その他の地

区は未設立である。

　根形地区で地域まちづくり協

議会に関する調査を行ったの

で、その結果を検証し、協議会

への理解を促進する。

　また、協議会が設立されるま

でに必要な事務手続等に対す

る支援に取り組む。

B

　引き続き、他地区においても

早期に地域まちづくり協議会が

設立されるよう、地域と協議を

進められたい。

施策の方向性③　相談機能等の充実

推進項目（６）　地域まちづくり協議会の設立と支援

施策の方向性①　地域まちづくり協議会の設立支援

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 10/14



令和４年度　協働のまちづくり推進計画（実行計画）取組事業一覧 資料３

指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等 指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等

事業計画 １次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
・協働に配慮した点
・今後の方針

２次評価 (案) 今後の方針等
№

取組名称
●＝本計画の期間中に、新たに着
手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

52
●地域まちづくり協議会
の運営支援

地域まちづくり協議会の円滑な運営と

市との連携体制を確保するため、各協

議会との連絡調整や運営補助などを

担当する市職員等を配置します。ま

た、協議会の運営や事業の実施に対

して、地域まちづくり協議会補助金交

付要綱に基づき補助金を交付します。

市民協働推進課

・担当職員の配

置

・補助金の交付

　長浦地区で地域まちづくり協議会が

設立し、担当職員を配置するとともに、

補助金を交付した。

1.計画どおり

地域まちづくり

協議会の運営

支援組織数

（延べ組織

数）

4 1 2.未達成

　長浦地区で地域まちづくり協議

会を設立し運営を支援したが、そ

の他の地区は未設立である。

B

　長浦地区に地域まちづくり協

議会が設立された。今後、市と

の連携体制を確保していく必

要があるので、引き続き、資金

面で支援するとともに、市職員

が運営補助などを担当する。

　今後、目標値に達するよう、

他地区においても設立を支援

していく必要がある。

B

　引き続き、他地区においても

早期に地域まちづくり協議会が

設立されるよう、地域と協議を

進められたい。

53
協働事業提案制度の活
用

少子高齢化の進行やライフスタイルの

多様化などにより、複雑化・多様化し

ている地域課題や市民ニーズに対応す

るため、市民活動団体等から事業を募

る協働事業提案制度を運用します。ま

た、市ホームページ等で協働事業の実

施事例を紹介するなど、制度の周知と

活性化を図ります。

市民協働推進課
／各部署

・提案制度の運

用

・ＨＰ等による事

例紹介

　広報紙やホームページにて、協働事

業提案制度に係る取組事例を紹介

し、事業を募集したところ、新規事業

１件及び継続事業３件の応募があ

り、審査の上、採択した。また、前年度

に採択した２件の事業について、事業

実施に合わせ、補助金交付事務を滞

りなく行った。

1.計画どおり

協働事業提

案制度の実施

件数

（延べ件数）

22 23 1.達成

　令和４年度の実施事業２件は

いずれも令和３年度からの継続

事業であったため、前年度から実

施件数の増加はなかった。

A

　協働事業提案制度を運用

し、継続事業の支援を行うとと

もに、令和５年度実施予定の

新規事業を１件採択すること

ができた。

　今後も、市民活動団体等が

協働事業提案制度を積極的

に活用できるよう、市広報紙及

びホームページ等で本制度に

関する周知を行っていく。

A
　引き続き、協働事業の実施

を図られたい。

54
高齢者見守りネットワー
ク事業

高齢者が住み慣れた地域で安心して

暮らせるように、協定等を締結した協

力事業者、関係機関・団体等が日常

の生活や業務などにおいて、地域の高

齢者に対する「さりげない見守り」を実

施します。

高齢者支援課

・事業者の普及

啓発

・協力事業者・関

係団体等拡大

　市及び見守り協力者が相互に連携

し、異変のある高齢者を早期に発見

し、必要な支援を行った。

　また、市政協力員会議により事業の

周知を行い協力事業者の拡大に努め

た。

1.計画どおり

協定等を締結

した協力事業

者・関係団体

数

（延べ団体

数）

63 69 1.達成

　今年度は新規事業者の登録は

なかったが、事業者への事業周知

により、目標値を上回る６９事業

所の登録で推移した。

事業の周知回

数

（回）

3 3 1.達成

　市の広報紙やホームページ等に

より、新規登録事業所の獲得に

努めた。

A

　令和４年度は６件の通報が

あり、うち１件は高齢者が死亡

している事案があった。残りの

５件は早期の発見により大事

には至らなかった。地域の高齢

者に対する「さりげない見守り」

に協力事業者等は目標値を

上回る登録があり、今後も、地

域全体で高齢者を見守る体

制を確保し、高齢者が住み慣

れた地域で安心して生活でき

るよう支援する。

A

　引き続き、事業の周知を行い

つつ、協力事業者・関係団体

数の増加を図られたい。

55
一人暮らし高齢者宅防火
診断

防火思想の普及と被害の軽減を図る

ため、関係機関と協力し、一人暮らし

の高齢者に通知をして防火診断を実

施します。

消防本部予防課
・一人暮らし高齢

者宅防火診断

　本年度は、3年ぶりに関係事業者と

合同で事業を遂行できた。具体的な

防火診断が行った。

1.計画どおり

火災予防運

動期間中の一

人暮らしの高

齢者宅訪問

回数

（回）

2 2 1.達成
　火災予防運動期間中に予定ど

おり防火診断を行った。
A

　3年ぶりに関係事業者と合同

で防火診断を実施することがで

き、専門的知識から指導でき

たが、指導内容によって契約会

社（ガス会社や電気会社）

の違いから、一歩踏み込んだ

防火指導ができないことが見受

けられ、今後の課題として取り

組みたい。

A

　引き続き、適切な防火診断

の実施と課題解決に努められ

たい。

56
在宅医療・介護連携推進
事業

医療と介護の両方が必要な高齢者

が、住み慣れた地域で自分らしい暮ら

しを最期まで続けることができるよう、顔

の見える関係の構築等、関係者間の

連携の推進に向けた土台づくりや、在

宅医療と介護の一体的な提供体制の

整備を進めます。

高齢者支援課

・在宅医療･介護

連携推進協議

会、多職種協働

研修の開催

・市民への啓発の

実施

・医療・介護連携

支援相談窓口の

運営

　在宅医療・介護連携推進協議会に

ついては、オンラインによるリモート開催

により計画通り実施し、今年度の事業

実施の内容の意見を諮った。多職種

協働研修については、医療と介護従事

者を対象に、医療と介護の連携・協働

の実践事例をテーマに行い業種間の相

互理解を図った。

　市民向け研修については、感染対策

を行い３年ぶりに集合形式で行った。

　医療・介護連携相談窓口は高齢者

支援課内に設置し、窓口での相談を

適切な医療等機関に繋げた。

1.計画どおり

多職種協働

研修会の開催

数

（回）

4 5 1.達成

　医療と介護事業従事者で組織

する在宅医療介護連携推進協

議会において意見を諮り、提案の

あった研修テーマをもとに、多職種

職員の参加する研修を実施した。

また、開催方法は、参加者の意見

により、感染のリスクが減らすことが

できるリモートでの開催でおこなっ

た。

A

　新型コロナウイルス感染症の

影響は大きく変わらず、医療・

介護に従事する職員が対象の

研修について、グループワーク

等の対面型のものは今年度も

実施はできなかったが、研修は

事例発表を通じた相互理解を

テーマに行い、関係者間の連

携の構築に寄与した。

　今後も、リモートでの開催が

主となるが、研修のテーマ等を

工夫し関係づくりを深めるため

事業を実施する。

A

　引き続き、研修会の開催方

法について検討の上、医療と

介護の一体的な提供体制の

整備に努められたい。

施策の方向性②　地域まちづくり協議会の活動支援

推進項目（７）　協働による事業の推進　※推進項目（７）の施策の方向性①及び②は、「推進項目（１）情報共有の促進」における「施策の方向性①市政に関する情報提供」及び「施策の方向性②地域コミュニティ活動の情報収集と提供」の内容と同じ

施策の方向性③　協働事業提案制度の活用

施策の方向性④　協働による事業の実施

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 11/14



令和４年度　協働のまちづくり推進計画（実行計画）取組事業一覧 資料３

指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等 指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等

事業計画 １次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
・協働に配慮した点
・今後の方針

２次評価 (案) 今後の方針等
№

取組名称
●＝本計画の期間中に、新たに着
手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

57
●在住外国人の生活支
援等の推進

市内在住の外国人は年々増加してお

り、今後も外国人労働者や永住者の

増加が見込まれるため、外国人が安心

して暮らせるよう関係団体等と連携を

図りながら、コミュニティ支援（学校・地

域コミュニティ等）や生活支援（言

語・相談・医療・防災等）に取り組む

とともに、多文化共生に対する理解の

促進と参加の仕組みづくりを進めます。

市民協働推進課
多文化共生の推

進

　主に国際交流協会と連携し、日本

語教室の開催や市内在住外国人の

実態把握など、多文化共生の推進に

努めた。また、転入外国人向けのチラ

シ配布、市ホームページ掲載等により、

生活支援情報の周知を行った。

1.計画どおり

日本語教室の

開催支援回

数（回）

44 32 2.未達成

　新型コロナウイルス感染症の影

響により、４月～５月の日本語

教室を中止としたため、目標値を

下回った。

(B)

　外国人住民に対して、日常

生活に必要な情報を提供する

ことができる環境づくりとして、

教育機関や防災分野との体

制構築が課題となる。

　また、多文化共生に対する

理解推進のため、交流イベント

や啓発活動の実施等の取組

が必要である。

(B)

　引き続き、日本語教室を開

催し、外国人住民が安心して

暮らせる生活支援に努められ

たい。

58 市内一斉清掃事業

市内一斉清掃と臨海地区清掃を実

施することにより、ふれあいのあるごみの

ない住環境の整備と住民の美化意識

の高揚を図ります。

環境管理課

・市内一斉清掃

（2回/年）の実

施

・臨海地区清掃

（4回/年）の実

施

　市民との協働により、２回の一斉清

掃（５月２９日、9月２５日）を実

施し、散乱ごみ等の収集と側溝等の清

掃を行った。

　また、企業との協働により、年３回

（６月１５日、１１月１１日、２

月１７日）の臨海地区清掃を実施

し、散乱ごみ等の収集を行ったが、9月

に予定していた第２回目は、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により中止と

なった。

3.変更あり

市内一斉清

掃実施回数

（回）

2 2 1.達成

　市民との協働により、２回の一

斉清掃（５月２９日、9月２５

日）を実施し、散乱ごみ等の収

集と側溝等の清掃を行った。

臨海地区清

掃実施回数

（回）

4 3 2.未達成

　企業との協働により、年３回

（６月１５日、１１月１１日、

２月１７日）の臨海地区清掃

を実施し、散乱ごみ等の収集を

行ったが、9月に予定していた第２

回目は、新型コロナウイルス感染

症の影響により中止となった。

(B)

　市民との協働により年２回の

市内一斉清掃を実施し、散乱

ごみ等の収集と側溝等の清掃

を行い、ふれあいのあるごみの

ない住環境の整備と住民の美

化意識の高揚を図ることができ

た。

　また、企業との協働により、1

回は新型コロナウイルス感染拡

大防止のため中止となったが、

年３回の臨海地区清掃を実

施し、散乱ごみ等の収集を行

い、環境美化を図ることができ

た。

　今後も市民や企業等と協力

して環境美化に努める。

(B)

　今後は、計画どおり各清掃

活動が実施できるよう努められ

たい。

59 ●まちの美化推進事業

空き缶等のポイ捨て防止等について、

市民参加による地域の環境美化の促

進と美化意識の向上を図ることで、美

しい街づくりを目指します。また、市民や

来訪者に愛される街並みを確保するた

め、各種イベントを活用した啓発活動

の実施や、ポイ捨てごみの多い箇所を

対象に大型啓発看板を設置し、その

効果を環境美化推進員と連携して検

証するなど事業の充実を図ります。

環境管理課

・環境美化推進

員による巡回報

告及び散乱ごみ

の収集

・市民による駅前

ポイ捨て防止啓

発活動

・清掃ボランティア

への支援

　環境美化推進員12名の巡回報告

をもとに、市職員が散乱ごみの収集を

実施。

　10月に長浦駅前で市民参加による

ポイ捨て防止啓発活動を実施。（7

月に袖ケ浦駅前での活動も予定したが

雨天により中止となった）。

　自治会などの清掃ボランティアにごみ

収集用のボランティア袋を配布した。

1.計画どおり

巡回・収集回

数

（回）

12 12 1.達成

　環境美化推進員の巡回で見つ

かった散乱ごみの収集を12回実

施し、65.4ｔを回収した。

駅前啓発活

動回数

（回）

2 1 2.未達成

　市民参加による駅前でのポイ捨

て防止啓発活動を７月に袖ケ浦

駅前、１０月に長浦駅前で行う

ことを計画し、袖ケ浦駅前での活

動は雨天により中止となったが、長

浦駅前では実施した。応募した市

民ボランティアや保険会社に参加

いただいた。

B

　駅前でのポイ捨て防止啓発

活動では、袖ケ浦市環境連絡

会、市民ボランティア、保険会

社との協働により啓発活動を

行い、地域の環境美化に対す

る意識の高揚を図ることができ

た。ごみ拾いボランティアに対し

ては、希望のあった自治会や企

業等にボランティア袋を配布し

た。

市民の環境美化の意識の高

揚と地域に対する愛着の向上

には、市民との協働が不可欠

であり、今後も散乱ごみの収集

や啓発活動、ボランティア支援

を実施していく。

B
　引き続き、美化活動の推進

を図られたい。

60 資源回収活動

市民のごみ処理に対する認識を高める

とともに、ごみの減量化と資源化を促進

し、循環型社会を構築するため、資源

の回収活動を実施した自治会や団体

等に対して助成金を交付します。また、

活動団体を増やすために広報等でＰ

Ｒを実施します。

廃棄物対策課

・資源回収活動

団体（自治会・

団体）への助成

　資源回収活動に参加した１１４自

治会、１１団体に対し、資源回収量

に応じて助成金を交付した。

　ホームページにて資源回収活動に関

する事業概要ついて情報発信を行い、

自治会やその他の団体に対して、資源

回収活動推進助成金制度についてＰ

Ｒを実施した。不参加の自治会に対し

て活動啓発の回覧を実施した。

1.計画どおり

自治会回収

数

（地区）

116 114 2.未達成

　１自治会の新規参加があったた

め、今年度の実績値は１１４自

治会となり、目標値の１１６自

治会とならなかった。

団体回収数

（団体）
19 11 2.未達成

　令和２年度までの実施団体に

対して、活動の啓発を実施した

が、コロナ禍の影響のためか今年

度の実績値は１１団体であった。

B

　不参加の自治会や団体に活

動参加の回覧を行ったことで、

新規１自治会と２団体の増を

することができた。

　自治会及び団体回収の参

加数は、目標を下回っており、

新たな自治会及び団体の参

加を促すように、PR方法等を

検討し、参加数の増加を図

る。

B

　引き続き、制度及び活動団

体を増やすための周知を行い、

自治会及び団体回収数の増

加に努められたい。

61
景観まちづくり推進団体
の認定

多面的な景観まちづくりを推進するた

め、一定の要件を満たす市民団体を

景観まちづくり推進団体として認定し、

情報の提供、技術的な支援や助言な

どを行うとともに、活動内容を広く周知

することで、団体同士の交流や連携を

促進します。

都市整備課

・年2回広報にて

団体募集

・HPにて認定され

た団体のPR

　広報６月号にて、景観まちづくり推

進団体の募集を行った。広報紙の発

行が月２回から月１回に変更となった

ため、掲載回数を年１回に変更した。

　ホームページにて、景観まちづくり推進

団体のPRを行った。

1.計画どおり

景観まちづくり

推進団体に認

定されている団

体数

（延べ団体

数）

8 8 1.達成

　広報紙、HPにて景観まちづくり

推進団体の募集、PRを行うなど、

新規団体の募集、認定団体数の

維持に努めた結果、新たに１団

体を認定することができた。

A

　2018年度以降は新規認定

がない状況が続いていたが、

2022年度は１団体を新規認

定することができた。既認定団

体については、構成員の高齢

化により継続性に関する課題

があるが、ホームページでの活

動内容のPRや、消耗品の補

助等の支援を行い、団体数の

維持に務めた。

　今後も、ホームページや広報

紙を活用しながら新規団体を

募集するとともに、世情を考慮

しながら、既認定団体の支援

を行う。

A

　引き続き、景観まちづくり推

進団体の認定・支援等や認定

団体の増加に努められたい。

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 12/14
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62
違反広告物除却活動の
推進団体制度

まちの良好な景観の形成と風致の維

持を図るため、美観や通行の安全を阻

害している道路上のはり紙、はり札、立

看板等の違反広告物について、自発

的に除却活動を行う団体を市が認定

し、用具の貸与等の支援を行います。

都市整備課

・除却活動の講

習会実施

・年1回、広報に

て除却活動推進

団体の募集

・各団体の継続

認定事務

　令和４年６月の広報にて除却活動

推進団体の募集を行った。

　各団体の継続認定事務を行い、身

分証を発行した。

　なお、除却活動の講習会については

要望があった場合に実施しているが、

令和４年度においては要望がなかっ

た。

1.計画どおり

違反広告物

除却活動推

進団体に認定

されている団体

数

（延べ団体

数）

8 6 2.未達成

　2020年度に１団体が解散以

降、団体構成員の高齢化に伴い

認定団体の増加が困難となってい

る。

B

　広報や市ホームページにて除

却活動推進団体の紹介、募

集を行い、各団体の継続認定

事務について滞りなく行うことに

より、まちの良好な景観の形成

と風致の維持に寄与できた。

今後は高齢化に伴い目標達

成が困難になると思われる。広

報で違反広告物除却活動に

ついて周知し新規団体の募集

を行う。認定済団体については

継続していただけるよう努めて

いく。

B

　今後は、課題である団体構

成員の高齢化について対策を

検討し、認定団体の確保と制

度周知に努められたい。

64 公園の美化活動

身近な公共空間である公園と緑地の

美化を推進し、市民意識の向上を図

るとともに清潔で安全な公共空間を創

出するため、市民と市、指定管理者が

一体となって、公園の美化活動や緑化

活動を推進します。

都市整備課

・協力団体への

支援及び新規協

力団体募集活動

　既存団体への支援を計画どおり実施

した。新規団体の募集活動について

は、市政協力員会議やホームページ、

広報紙等により実施した。

1.計画どおり

公園等の美化

活動参加団

体数

（延べ団体

数）

38 39 1.達成

　既存団体への支援を継続的に

行うことにより、目標を達成すること

ができた。

A

　協力団体の清掃や除草活

動等により、公園や緑地が適

切に管理された。。

　引き続き協力団体の増加に

向け、自治会等に対し募集活

動を継続していく。

　既存団体活動員については

高齢化が進んでおり、活動を

維持することが困難になってくる

団体が出てくることが予想され

る。

A

　引き続き、団体への支援や

新規団体の募集のほか、活動

員の高齢化についても検討を

図られたい。

65
多面的機能支払交付金
事業

農業・農村の有する多面的機能の維

持・発揮を図るため、地域で行う水路

の草刈りや泥上げ、農道の維持補修、

花の植栽による景観形成等に支援を

行い、自然環境の保全及び良好な景

観の形成等の地域資源の適切な保全

管理を推進します。

農林振興課

・農用地、水路、

農道等の保全活

動

　市内２１地区、約1,112haの地元

活動組織が実施する共同活動に対し

支援を行い、国土や自然環境の保全

及び、良好な景観の形成等の農業・

農村の持つ多面的機能の維持・発揮

を図った。また、活動組織２１地区の

うち1５地区で、広域活動組織として

活動している。

1.計画どおり
活動面積

（ヘクタール）
1,050 1,112 1.達成

→市内21地区、約1,112haの

地元活動組織が実施する共同活

動に対し支援できた。

A

　令和４年度は、新規に２地

区の活動組織が設立し、達成

目標値を上回り、自然環境の

保全及び良好な景観の形成

等、地域資源の適切な保全

管理を推進できた。

　今後も未着手地区に対し説

明会等を行い、事業を推進し

ていく。

A

　引き続き、自然環境及び良

好な景観形成等の地域資源

の保全を図られたい。

66
田園空間施設維持管理
事業への補助

市民に親しまれる景観の優れた道路と

なるように、広域農道（フラワーライ

ン）において地元区等が歩道路肩部

への草花の植栽を行うなど、田園空間

施設の維持管理活動を支援します。ま

た、広域農道沿いの二級河川浮戸川

（県管理）堤防の除草についても、

地元区により実施します。

農林振興課

・植栽7地区

（5,100m）

・草刈6地区

（4,330m）

　広域農道（フラワーライン）沿線区

７地区（神納～岩井）において、歩

道路肩部への植栽を実施した。

　また、　広域農道沿いの二級河川浮

戸川堤防部の除草を地元区６地区

（神納～岩井　※飯富除く）の協力

により実施した。

1.計画どおり

植栽を行う地

区の数

（延べ地区

数）

7 7 1.達成

　広域農道（フラワーライン）沿

線区７地区（神納～岩井）に

おいて、歩道路肩部への植栽を実

施した。

草刈を行う地

区の数

（地区）

6 6 1.達成

　広域農道沿いの二級河川浮戸

川堤防部の除草を地元区６地

区（神納～岩井　※飯富除く）

の協力により実施した。

A

　広域農道歩道部の植栽なら

びに浮戸川堤防部の除草につ

いて、地元区の協力により実

施できた。

　近年、作業従事者の高齢化

により協力者の減少などから、

今後の沿線地元区における浮

戸川堤防部の除草の継続につ

いて懸念されるなか、飯富区か

ら浮戸川堤防部の除草作業

を令和５年度から再開との意

向が示されたことから支援を行

う。

A

　引き続き、地元区と協力のう

え、田園空間施設維持事業

の支援に努められたい。

63

道路の清掃や除草などを行う市民団

体等に対し、草刈り機の燃料等を支

給し活動を支援することで、市民参加

による道路の美化活動を行い、道路

愛護と協働のまちづくりを推進する。

土木管理課

・参加団体への

支援

・道路アダプトプロ

グラム制度の周

知・PR

　道路の清掃や除草などを行う市民団

体に対し、草刈り機の燃料やお茶など

を支給し、道路美化活動の支援を

行った。

　また、市広報及びホームページ、情報

サイトびびなびにて新たな参加団体の

募集を行った。

1.計画どおり A

　民家や店舗前の清掃、植樹

ますなどの道路除草を地域の

方にしていただき、道路の巡視

により異常を早期に見つけてい

ただくことで、安全・安心な住み

よい街づくりを協働で行うことが

できた。

　市広報及びホームページ、情

報サイトびびなびによる周知を

図ったことにより、新たに４団体

が参加し、実績値は大きく増

加した。

　道路維持管理費の財源確

保が厳しいなか、市民参加に

よる道路除草等の美化活動

は、道路愛護の醸成や効率的

な道路維持管理を行う上で必

要な取組であり、今後も継続

していきたい。

A

　引き続き、団体への支援を行

うとともに、制度の周知と参加

団体の募集を図られたい。

道路アダプトプログラム
参加団体数

（延べ団体

数）

12 17 1.達成

　市広報及びホームページ、情報

サイトびびなびによる周知を図った

ことにより、新たに４団体が参加し

た。実績値は、１７と大きく目標

値を上回った。

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 13/14
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指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等 指標の内容 目標値 実績値 達成状況 実績値に対する評価等

事業計画 １次評価

・事業の目的に対する成
果
・課題、改善が必要な点
・協働に配慮した点
・今後の方針

２次評価 (案) 今後の方針等
№

取組名称
●＝本計画の期間中に、新たに着
手する取組み又は内容を拡充等す

る取組み）

実施概要 市担当課等

令和４年度

実施内容 実施状況

達成目標① 達成目標②

67 水と緑の里整備事業

椎の森自然環境保全緑地の荒廃を

防ぎ、生物の多様性の確保など環境

を保全するとともに、市民が身近な自

然と触れ合える場をつくるため、「水と緑

の里」として協働により整備することで、

市民等のボランティアが参加し、活動す

る場とします。

環境管理課
・下草刈り・散策

道整備等の実施

　椎の森自然環境保全緑地におい

て、市民と協働してボランティア活動を

行い、下草刈りや散策道等の整備作

業を月２回実施した

1.計画どおり

しいのもりボラ

ンティアによる、

年間の草刈り

等の維持管理

の回数

（回）

18 22 1.達成

　目標値よりも多く整備作業を実

施したことにより散策路が整備さ

れ、緑地の保全が図られた。

A

　椎の森自然環境保全緑地

においてボランティア活動を行

い、このことにより、ボランティア

が活動する場を創るとともに、

自然散策会や学校による社会

教育活動等の場ともなり、市

民等が豊かな自然と触れ合う

ことができた。

　なお、ボランティアメンバーの

高齢化が課題となっているた

め、広報紙やホームページ等を

活用して積極的に募集を行

い、引き続き人材の確保に努

めていく。

A

　引き続き、椎の森自然環境

保全緑地の環境保全とボラン

ティア人材の確保に努められた

い。

68
協働のまちづくり推進委
員会

本計画の策定や見直し、運用等を市

民参画の下で行っていくため、協働のま

ちづくり推進委員会を運営し、その意

見等の反映に努めるものとします。

市民協働推進課
・推進委員会の

運営

　協働のまちづくり推進委員会につい

て、第１回を７月、第２回を３月に

開催した。第１回では「協働のまちづく

り推進計画（実行計画）における令

和３年度進行管理について」、第２

回では「各種アンケート調査の実施報

告について」及び「第２次協働のまちづ

くり推進計画策定方針（案）につい

て」を議題とした。

1.計画どおり

協働のまちづく

り推進委員会

の開催回数

（回）

※計画期

間：2019～

2023年度

2 2 1.達成

　協働のまちづくり推進委員会につ

いて、第１回を７月に、第２回を

３月に開催した。

A

　協働のまちづくり推進委員会

について、年２回開催した。

　今後も引き続き、委員会の

適切な運営を行っていく。

A

　引き続き、協働のまちづくり推

進委員会について適切に運営

し、開催されたい。

69
●地域コミュニティに関す
る市民意識調査

地域コミュニティの現状と課題を整理

し、市民の意見等を適切に次期計画

に反映させるため、自治会や市民活動

等に関する意識調査を実施します。

市民協働推進課
・市民意識等調

査の実施

　市民活動団体及び市内事業者に対

し、アンケート調査を実施し、その結果

を取りまとめ、協働のまちづくり推進委

員会で報告した。

1.計画どおり

市民意識調

査の実施回数

（回）

1 1 1.達成

　市民活動団体及び市内事業者

に対し、アンケート調査を実施し

た。

A

　市民活動団体及び市内事

業者に対し、アンケート調査を

実施し、その結果を取りまとめ、

協働のまちづくり推進委員会で

報告した。

　今後は、アンケート結果を第

２次協働のまちづくり推進計

画に反映する。

A

　アンケート結果を活用のうえ、

次期計画の策定に取り組まれ

たい。

70
協働のまちづくり推進本
部

市の施策分野を横断して協働のまちづ

くりに取り組むため、協働のまちづくり推

進本部と推進部会を運営し、計画の

進捗管理や各部局における取組み状

況の検証、必要となる施策の検討、総

合調整等を行うとともに、庁内における

共通認識を図ります。

市民協働推進課
／各部署

・推進本部の運

営

　協働のまちづくり推進本部について、

協働のまちづくり推進委員会の開催に

伴い、第１回を７月、第２回を２月

に開催した。また、推進部会について

は、第１回を６月、第２回を２月に

開催した。

1.計画どおり

協働のまちづく

り推進本部の

開催回数

1 2 1.達成

　協働のまちづくり推進本部につい

て、第１回を７月、第２回を２

月に開催した。

A

　協働のまちづくり推進本部及

び部会について、年2回開催

し、各課における取組状況の

検証を行うことができた。

　今後も引き続き、推進本部

の適切な運営を行っていく。

A

　引き続き、推進本部及び部

会の運営について適切に実施

されたい。

71 市職員の協働研修

研修を通じて協働に関する理解を深

め、必要な知識や技能を習得させるこ

とで、地域コミュニティとの協働による事

業に積極的に取り組むことができる市

職員の育成を図ります。

職員課
／各部署

・職員研修の実

施

　新規採用職員研修の中で市民協働

推進課職員による研修を実施した。
1.計画どおり

研修受講者

数

（人）

80 22 2.未達成

　新型コロナウイルス感染症のた

め、大人数の職場内集合研修を

抑制している。

(B)

　新型コロナウイルス感染症に

より、大人数の職場内集合研

修は中止としているが、新規採

用職員研修では計画どおり実

施できている。今後は職場内

集合研修の実施やウェブ研修

での自主研修に誘導する方策

を検討する。

(B)

　今後は、ウェブなども積極的

に活用した、受講しやすい研修

の実施に努められたい。

施策の方向性①　市民参加による推進体制の整備

施策の方向性②　市の推進体制の整備

推進項目（８）　計画の推進体制の整備

※「実施状況」の区分：1.計画どおり、2.遅延あり、3.変更あり、4.中止、5.その他　　　※「達成状況」の区分：1.達成、2.未達成、3.変更、4.その他
※「1次評価・2次評価」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた場合は（　）で表記 14/14


